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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

当社グループは「21世紀を代表する会社を創る」をVISIONに掲げ、企業価値向上に取り組んでおります。コーポレートガバナンスの徹底は、事業

拡大する上で重要課題と位置付けており、法令、社会規範、倫理などのルールに基づいて企業活動ができるよう取り組んでおります。

また、ステークホルダーの立場を尊重し、企業としての社会的責任を果たすため、法令のみならず企業倫理の確立を目的とした「CyberAgent

Mission Statement」を定め、役職員のモラル向上に努めています。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

＜中期経営計画＞

原則４－１－２：当社が事業展開するインターネット産業は、環境・技術の変化が早いため、中長期計画を策定するかわりに、中長期的な経営戦略
についてIR活動等を通じて継続的に説明を行い、株主や投資家の理解促進に努めております。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

＜政策保有株式＞

原則１－４：当社は、事業上の連携強化が見込まれる場合等、「政策保有株式」を保有することがあります。これらの政策保有株式の議決権の行
使については、その議案の内容を精査し適切に対応いたします。

＜関連当事者間取引＞

原則１－７：関連当事者間の取引を含む全ての取引について「取締役会規程」及び「職務権限規程」等にて、取引の規模及び重要性に応じた適切
な体制及び手続きを定めています。 取締役の利益相反取引については、法令に従い取締役会の承認を受けて実施するものとし、その取引結果

について取締役会にて報告しています。

＜企業年金のアセットオーナーとしての機能発揮＞

原則２－６：当社は、企業年金制度を導入しておりません。

＜情報開示の充実＞

原則３－１：

（１）VISION、経営戦略など、当社ウェブサイト及び決算資料に掲載しております。

（２）コーポレートガバナンスの基本方針を当社ウェブサイト、コーポレートガバナンス報告書及び有価証券報告書に記載しております。

（３）当社の役員報酬等の額は、株主総会で承認された報酬限度額の範囲内において、各取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬額に
ついては、取締役会が指名・報酬諮問委員会へ諮問を行い、その答申内容を基に、取締役会より一任された代表取締役が役割、貢献度合い、業
績等を総合的に勘案、決定しております。また、監査等委員である取締役の報酬額は、監査等委員である取締役の協議により決定しております。

（４）当社の取締役会は、各事業に伴う知識、経験、能力等のバランスに配慮しつつ、取締役会における建設的な議論を確保するために必要且つ
適切な人数で構成することを基本的な考え方としています。

取締役候補者を決定するに際し、取締役会が指名・報酬諮問委員会へ諮問を行い、その答申内容を基に選任しています。

また、監査等委員である取締役候補については、監査等委員会の同意の下、当社の経営理念を理解し、適切な監査・監督を行うに十分な専門知
識や経験・見識、独立性を有している者を選定しております。

なお、社外取締役は、会社法上の社外性要件に加え、東京証券取引所の定める独立役員の資格を充たし、一般の株主と利益相反の生じる恐れ
がないと判断される基準に基づき選任を行っております。

取締役の解任については、取締役に法令・定款違反があった場合、職務遂行が困難な場合は、社外役員の意見も考慮し、取締役会により総合的
に判断いたします。

（５）取締役候補の個別の選任理由については、株主総会の招集通知にて開示しております。

＜取締役の役割・責務＞

原則４－１－１：取締役会は、「取締役会規程」「職務権限規程」等で取締役会の決定事項として定めている業務につき、その執行の決定を行って
います。その他の個別の業務執行については、「職務権限規程」に従い、本体役員室及び担当執行役員等にその決定を委任しています。

＜独立社外取締役の独立性判断基準及び資質＞

原則４－９：当社では、社外取締役の選定にあたり、会社法における社外取締役の要件及び東京証券取引所が定める独立性基準に従って選定を
行います。また、取締役会は、当社経営・企業価値への理解及び当社経営からの独立性を有し、取締役会における建設的な議論への貢献が期
待できる人物を、社外取締役候補者として選定します。

＜取締役会の知識・経験・能力のバランス、多様性及び規模に関する考え方＞

原則４－１１－１：当社の取締役は当社及び当社の各事業に関する知識・経験・能力等のバランスや多様性に十分配慮し、取締役会における建設
的な議論を確保するために必要かつ適切な人数となるよう候補者を選定しています。なお、現在、取締役会は８名（うち、独立社外取締役４名）で
構成されております。

＜取締役の重要な兼職の状況＞

原則４－１１－２：取締役（監査等委員である取締役を含む）の兼任状況は、株主総会招集通知、有価証券報告書及びコーポレートガバナンス報
告書にて開示しております。

＜取締役会の実効性についての分析・評価＞

原則４－１１－３：

取締役（現監査等委員である取締役を含む）を対象として取締役会の実効性に関するアンケートを2020年９月30日に実施いたしました。取締役会
の実施回数、上程されている議案の範囲・分量及び資料の内容等については問題なく、十分な時間を確保し、審議を行っており、各取締役は、



個々の管掌のみならず、社外取締役とも十分に連携し、全社の事業拡大・集中と選択・企業価値向上に寄与するような意思決定を、予算や業績
予想、事業・経営に影響するリスク等に関して議論した上で適切に実施しているとの結果となりました。

＜取締役のトレーニング方針＞

原則４－１４－２：全ての取締役（監査等委員を含む）就任者向けに、コンプライアンス遵守を重視した研修を実施し、その役割及び責務を果たす
ために必要とされる知識の習得の支援を行っています。

＜株主との対話方針＞

原則５－１：持続的な成長と中長期的な企業価値向上のために、株主を含む投資家と積極的な対話を行い、得られた洞察を適切に経営に反映さ
せていくことが重要と認識しています。代表取締役及びコーポレート担当の取締役を中心に、IR・SR室を窓口としたIR体制を整備し、株主や投資家
からの取材に積極的に応じています。

２．資本構成

外国人株式保有比率 30%以上

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

藤田晋 24,639,600 19.54

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 13,405,300 10.63

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 7,935,200 6.29

NORTHERN TRUST CO. (AVFC) SUB A/C NON TREATY 5,082,054 4.03

ＴＨＥ ＢＡＮＫ ＯＦ ＮＥＷ ＹＯＲＫ ＭＥＬＬＯＮ １４００５１ 3,111,500 2.47

ＳＳＢＴＣ ＣＬＩＥＮＴ ＯＭＮＩＢＵＳ ＡＣＣＯＵＮＴ 2,708,399 2.15

ＪＰ ＭＯＲＧＡＮ ＣＨＡＳＥ ＢＡＮＫ ３８５６３２ 2,517,120 2.00

株式会社日本カストディ銀行（信託口5） 2,455,100 1.95

ＲＢＣ ＩＳＢ Ｓ／Ａ ＤＵＢ ＮＯＮ ＲＥＳＩＤＥＮＴ／ＴＲＥＡＴＹ ＲＡＴＥ ＵＣＩＴＳ－ＣＬＩＥＮＴＳ ＡＣＣＯＵＮＴ 1,861,600 1.48

ＳＴＡＴＥ ＳＴＲＥＥＴ ＢＡＮＫ ＡＮＤ ＴＲＵＳＴ ＣＯＭＰＡＮＹ ５０５２２５ 1,741,481 1.38

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明

―――

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 第一部

決算期 9 月

業種 サービス業

直前事業年度末における（連結）従業員
数

1000人以上

直前事業年度における（連結）売上高 1000億円以上1兆円未満

直前事業年度末における連結子会社数 100社以上300社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

当社の子会社である株式会社マクアケはマザーズに上場しています。

当社は、同社が独自の成長 戦略等により企業価値を向上させていくことがグループ経営の観点から望ましいと考えており、同社の経営判断を重

視し、自主性・独立性をもって事業活動を展開することを尊重しております。



Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査等委員会設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 15 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 8 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 4 名

社外取締役のうち独立役員に指定され

ている人数
4 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

中村　恒一 他の会社の出身者 △

堀内　雅生 他の会社の出身者 △

沼田　功 他の会社の出身者

高岡　浩三 他の会社の出身者 △

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
監査等
委員

独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由



中村　恒一 　 ○

中村恒一氏は、2014年６月まで当社の主
要な取引先である㈱リクルートホールディ
ングス（2020年度の当社連結売上高に占
める割合：3.74％）の業務執行者でありま
した。また、2014年７月から2016年６月ま
で同社から相談役として報酬を受けており
ました。しかしながら、同氏は2016年６月
に同職を退任し、現在は同社との間に特
別な取引関係はありません。

中村恒一氏は、㈱日本リクルートセンター（現

㈱リクルートホールディングス）において長年に
わたり事業の発展に貢献し、同社の取締役・副
社長として経営に参画した経歴をもち、事業推
進・企業経営に関する豊富な経験と広い見識
を有しております。当社社外取締役に就任以
来、その経験・見識を活かし、経営全般に対す
る実践的かつ客観的な指摘や業務執行に対す
る適切な監督を行っています。

かかる実績を踏まえ、今後も引き続き取締役会
の意思決定に際して適切な助言を期待できる
ことを考慮して、社外取締役及び独立役員とし
ての職務を適切に遂行できるものと判断いたし
ました。

当社は、同氏が、東京証券取引所の定める独
立性基準を満たしており、また、一般株主と利
益相反の生じるおそれがないものと判断し、独
立役員及び社外取締役に指名しております。

堀内　雅生 ○ ○

堀内雅生氏は、2010年12月から2017年６
月まで当社のインターネット広告事業にお
ける通常の取引先である㈱USEN-NEXT

HOLDINGSの取締役でありましたが、2017
年７月より同社の常勤監査役を務めてお
ります。同氏は、同社の業務執行者では
ないこと及び同社と当社との取引の規模
（2020年度の当社連結売上高に占める割
合：１％未満）が軽微であること及びその
取引内容の性質に照らして、株主・投資者
の判断に影響を及ぼすおそれはないと判
断しております。

堀内雅生氏は、長年にわたり企業の管理部門
や内部統制の責任者をつとめ、㈱U-NEXT（現
㈱USEN-NEXT HOLDINGS）管理部門担当の取

締役として経営に参画した経歴をもち、内部統
制・企業統治に関する豊富な経験と広い見識
を有しております。

また、税理士資格者であり、財務・経理・税務に
関する専門的知識も有しております。2017年12
月に当社社外取締役に就任以来、その経験・
見識を活かし、想定しうるリスク等に関し経営
陣と忌憚のない議論を交わし、内部統制の強
化に資する助言等を行っており、当社の監査体
制及びコーポレート・ガバナンスの強化に貢献
しております。かかる実績を踏まえ、今後も引き
続き取締役会の意思決定に際して独立的な立
場からの適切な指摘等を期待でき、社外取締
役及び独立役員として適任であると考えており
ます。

当社は、同氏が、東京証券取引所の定める独
立性基準を満たしており、また、一般株主と利
益相反の生じるおそれがないものと判断し、独
立役員及び社外取締役に指名しております。

沼田　功 ○ ○ ―――

沼田功氏は、企業の株式公開や海外進出を支
援するコンサルティング会社を長年にわたり経
営しており、企業経営・株式市場・海外市場に
関する豊富な経験と広い見識を有しておりま
す。当社社外取締役に就任以来、その経験・見
識を活かし、多角的な視点に立って幅広く議論
を交わし、豊富な情報ネットワークに基づいた
助言等を行っており、当社の監査体制及びコー
ポレート・ガバナンスの強化に貢献しておりま
す。

また、同氏は、当社の主幹事証券会社である
大和證券㈱（現㈱大和証券グループ本社）にお
いて1988年4月から2000年6月まで勤務してお
りました。しかしながら、同氏は同社の経営に
関与する要職に就任したことはなく、同社を退
職して既に20年以上が経過しており、退職後は
同社との間に特別な取引関係はありません。こ
れらのことから当社といたしましては、独立性
は十分に保たれていると考えております。

これらを踏まえ、今後も引き続き取締役会の意
思決定に際して独立的な立場からの適切な指
摘等を期待できるものと判断し、社外取締役及
び独立役員として適任であると考えておりま
す。

当社は、同氏が、東京証券取引所の定める独
立性基準を満たしており、また、一般株主と利
益相反の生じるおそれがないものと判断し、独
立役員及び社外取締役に指名しております。



高岡　浩三 　 ○

高岡浩三氏は、2020年３月まで当社のイ
ンターネット広告事業における通常の取引
先であるネスレ日本㈱の代表取締役社長
兼CEOでありましたが、同社と当社との取
引の規模（2020年度の当社連結売上高に
占める割合：１％未満）が軽微であること
及びその取引内容の性質に照らして、株
主・投資者の判断に影響を及ぼすおそれ
はないと判断しております。

高岡浩三氏は、ネスレ日本㈱において長年に
わたり事業の発展に貢献し、同社の代表取締
役社長兼CEOとして、長期にわたり経営を牽引
した経歴をもち、企業経営・マーケティングに関
する豊富な経験と広い見識を有しております。
同氏には、このような企業経営者及びマーケ
ティング分野での第一人者としての豊富な経験
と高い見識をもとに、独立性をもった幅広い見
地から主に当社グループの企業価値向上に向
けて、経営に対する的確な監督・助言及びマー
ケティングの業務執行に対する提言を期待で
き、社外取締役及び独立役員として適任である
と考えております。

当社は、同氏が、東京証券取引所の定める独
立性基準を満たしており、また、一般株主と利
益相反の生じるおそれがないものと判断し、独
立役員及び社外取締役に指名しております。

【監査等委員会】

委員構成及び議長の属性

全委員（名） 常勤委員（名）
社内取締役

（名）
社外取締役

（名）
委員長（議長）

監査等委員会 3 1 1 2 社外取締役

監査等委員会の職務を補助すべき取締
役及び使用人の有無

あり

当該取締役及び使用人の業務執行取締役からの独立性に関する事項

監査等委員である取締役の職務を補助すべき使用人は、監査等委員である取締役の職務を補助するに際しては、その指揮命令に従う。

監査等委員会、会計監査人、内部監査部門の連携状況

常勤監査等委員である取締役は、内部監査室と定期的にミーティングを行い、内部監査の実施状況及び監査結果について報告を受けるととも
に、内部監査の実施計画、具体的実施方法、業務改善策等に関し、意見交換を行うとともに、社内各部署及び当社グループ各社の監査にあた
り、内部監査室と連携して、取締役・使用人からの事情の聴取、書類の閲覧、実地調査等を行っております。

　さらに、監査等委員である取締役は会計監査人と定期的に会合をもち、監査計画、監査実施状況等について報告及び説明を受け、必要に応じ
て適宜情報交換を行うこと等により相互に連携して監査を実施し、監査の品質向上・効率化、コーポレートガバナンスの充実・強化に努めておりま
す。

【任意の委員会】

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

あり

任意の委員会の設置状況、委員構成、委員長（議長）の属性

委員会の名称 全委員（名）
常勤委員

（名）
社内取締役

（名）
社外取締役

（名）
社外有識者

（名）
その他（名）

委員長（議
長）

指名委員会に相当
する任意の委員会

指名・報酬諮問委員
会

5 2 2 3 0 0
社外取
締役

報酬委員会に相当
する任意の委員会

指名・報酬諮問委員
会

5 2 2 3 0 0
社外取
締役

補足説明



取締役候補者の指名、取締役の報酬等の決定等に係る取締役会の機能の独立性・客観性と説明責任を強化し、当社におけるコーポレート・ガバ
ナンスの更なる強化を図る目的で2019年10月30日の取締役会にて決議し設置しました。取締役会の諮問に基づき、取締役及び執行役員等の指
名・報酬の決定について、審議し取締役会に答申を行っております。

【独立役員関係】

独立役員の人数 4 名

その他独立役員に関する事項

独立役員の資格を充たす社外役員を全て独立役員に指定しております。

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

ストックオプション制度の導入

該当項目に関する補足説明

当社連結業績に対する貢献意欲や士気を一層高めるとともに、企業価値の向上と経営体質のさらなる強化を図ることを目的とし、ストックオプショ
ンを付与しております。

ストックオプションの付与対象者 社内取締役、社外取締役、従業員、子会社の取締役、子会社の従業員

該当項目に関する補足説明

取締役及び従業員ならびに当社子会社の取締役及び従業員の業績向上に対する意欲や士気をより一層高めることなどを目的とし、ストックオプ
ションを付与しております。

ストックオプションの総額は、2020年９月末日現在において、発行残高：721,500株（発行済株式数（自己株式を含む）に占める割合0.57%）、想定払
込総額383,143,500円となっております。

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明

2020年９月期における当社取締役の報酬は以下のとおりであります。

区分　　　　　　　　　　　　　　　　　支給人員　　　支給額

取締役（監査等委員を除く）　　 12名　　　　　　 564百万円

（うち社外取締役）　　　　　　　　（１名）　　　　　 (16百万円）

取締役（監査等委員）　　　　　　３名　　　　　　　19百万円

（うち社外取締役）　　　　　　　　（２名）　　　　　 (8百万円）

合計　　　　　　　　　　　　　　　　　15名　　　　　　583百万円

（うち社外役員）　　　　　　　　　 （３名）　　　　 （24百万円）

※取締役（監査等委員を除く）の支給額には、ストックオプションとして付与した新株予約権に係る当事業年度中の費用計上額（94百万円）を含ん
でおります。

報酬の額又はその算定方法の決定方針
の有無

なし

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

―――

【社外取締役のサポート体制】

社外取締役に対して、取締役会開催に際し、取締役会事務局が事前に資料を提供し、必要に応じて詳細な説明を行っております。

また、社外取締役からの問い合わせに対しては、経営本部が窓口となり、タイムリー且つ適切な情報提供を行っております。



２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

当社の企業統治の体制は次の通りとなっております。

(1)取締役会

取締役会は、監査等委員ではない取締役５名（うち社外取締役２名）、監査等委員である取締役３名（うち社外取締役２名）で構成され、定時取締
役会を月に１回、必要に応じて臨時取締役会を開催し、重要な意思決定・業務執行の監督等を行っております。また、当社は、取締役会とは別に
2020年10月２日付で経営の監督と業務執行を区分することを目的に、本体役員室を設置し、取締役会の業務執行権限の一部を本体役員室に委
譲させることによって機動的な経営体制を構築するとともに監督機能の強化を図っています。

(2)本体役員室

本体役員室は、専務執行役員以上の執行役員８名（うち、３名は取締役を兼務）で構成され、必要に応じて開催し、経営の意思決定と業務執行の
効率化・迅速化を図っております。また、常勤監査等委員である取締役１名が適宜同席し、重要な業務執行に関する意思決定を取締役とともに監
督しております。

(3)監査等委員会

監査等委員である取締役３名（うち、独立社外取締役２名）で構成され、原則として月に１回定時監査等委員会を開催し、取締役の業務執行の監
査等を行っております。 　

(4)内部監査

内部監査室は、監査計画に基づき、グループ業務全般にわたる内部監査を行っています。監査の結果は取締役会に報告され、取締役または取
締役監査等委員を通じ、担当執行役員に改善指示がなされ、速やかに改善を行われるような体制となっております。

(5)会計監査

当社は、会計監査人として有限責任監査法人トーマツを選任しております。また、同監査法人及び同監査法人の業務執行社員と当社の間に特別
な利害関係はありません。

(6)指名・報酬諮問委員会

独立社外取締役３名、常勤監査等委員である取締役１名、及び代表取締役１名で構成され、取締役候補者の指名、取締役の報酬等の決定に係
る取締役会の機能の独立性・客観性と説明責任を強化し、当社におけるコーポレートガバナンスの更なる強化を図る目的で、2019年10月30日の
取締役会にて決議し設置しました。取締役会の諮問に基づき、取締役及の指名・報酬等の決定について審議し、取締役会に答申を行っておりま
す。

(7)責任限定契約

当社と業務執行取締役以外の取締役である中村恒一氏、高岡浩三氏、塩月燈子氏、堀内雅生氏、沼田功氏の５名は、会社法第427条第１項の規
定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が規定
する最低責任限度額であります。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

当社グループにおいては、監査等委員会設置会社を選択しており、独立社外取締役４名が、経営全般の豊富な経験、財務、経理、株式市場に関
する豊富な知識等に基づき、中長期的な企業価値向上を図る観点から、経営方針等に対する助言、取締役及び執行役員の業務執行の監査・監
督、会社と取締役との間の利益相反の監督などを行っており、社外からの経営監視が十分に機能する体制が整っていると考えております。



Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送

株主の方々が十分な議案の検討時間を確保できるよう、招集通知の発送早期化に努め
ており、法定期日より１週間以上前（株主総会開催日３週間以上前）に発送するとともに、
日本語版だけでなく英語版を当社ホームページ、東京証券取引所のウェブサイト及び議
決権電子行使プラットフォームに公開しております。

集中日を回避した株主総会の設定
より多くの株主にご出席いただけるよう、集中日を避けた開催日を設定しております。

第23回定時株主総会開催日は、2020年12月11日（金）に開催。

電磁的方法による議決権の行使
より多くの株主が議決権を行使できるように、第10回定時株主総会（2007年12月20日開
催）よりPC及び携帯電話によるインターネットを通じた議決権の行使を受け付けておりま
す。

議決権電子行使プラットフォームへの参
加その他機関投資家の議決権行使環境
向上に向けた取組み

機関投資家が議案内容に十分な検討時間を確保できるように、第18回定時株主総会
（2015年12月11日開催）より採用しております。

招集通知（要約）の英文での提供
日本語同様にホームページ上に英語版の招集通知、インターネット開示事項を掲載して
おります。

その他

＜株主総会＞

2020年度の株主総会は、新型コロナウイルス感染拡大防止のため、株主の方の安心、安
全を最優先に考え、会場へのご来場を可能な限り控えていただくよう招集通知やIRサイト
にてお知らせをいたしました。来場を促進するだろうお土産の配布や例年開催していた会
社説明会も見合わせております。

株主総会の模様は、ご来場を控えていただいた株主の方にも御覧いただけるようインター
ネットにてライブ配信いたしました。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有

無

ディスクロージャーポリシーの作成・公表

ホームページ上にディスクロージャーポリシーを掲載し、基本姿勢や開示方
法、沈黙期間について記載。

詳細は当社ウェブサイトをご覧ください。

https://www.cyberagent.co.jp/way/info/detail/id=20537

個人投資家向けに定期的説明会を開催

新型コロナ感染拡大の影響もあり、例年開催していた株主総会後の会社説明
会も見合わており、オンラインでの情報発信に努めています。

四半期ごとに開催している決算説明会をオンラインで視聴できるようにするだ
けでなく、「IRチャンネル」という動画コンテンツを約20本用意し、各事業の競争
優位性や技術力など定性情報の開示を強化。また、ジェネレーター機能の活
用により各種財務諸表を比較できる仕組みをIRサイトに導入するなど、個人投
資家の方にわかりやすくお伝えできるよう様々な取り込みをしております。

あり

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

四半期ごと決算発表同日に、ライブ配信による決算説明会を実施。決算概要
だけでなく、事業戦略について代表者自らが説明しております。また、日英同
時生配信をすることにより、個人投資家や海外投資家のみなさまにも、タイム
リーかつ平等な情報開示になるよう努めております。また、代表者および取締
役等による機関投資家の方向けにスモールミーティングを開催。さらに、新規
事業や強化分野に特化したスモールミーティング等を開催しております。

あり

海外投資家向けに定期的説明会を開催

海外投資家向けには、IRサイトの情報を英語にて公開するだけでなく、決算説
明会の様子を日英同時生配信し、平等な情報開示に努めています。また、毎
四半期、定期的に海外投資家との電話会議、オンライン会議を開催。年に数
十回、海外機関投資家向けコンファレンスに参加するなど、積極的に対話の機
会を設けております。

あり



IR資料のホームページ掲載
2018年度より統合報告書を制作し、サステナブルな成長を実現する仕組みや
ESG情報を掲載。2020年度より、環境面の開示を拡充するなど、更なる理解促
進につなげています。

IRに関する部署（担当者）の設置

担当部署：ＩＲ・SR室

担当役員：代表取締役　藤田晋

情報取扱責任者：取締役　中山豪

事務連絡責任者：ＩＲ・SR室　室長　宮川園子

その他

SNSの活用

　「Facebook」「Twitter」「Instagram」「LINE」等を活用し、リアルタイムの情報発
信をしております。

IR掲示板

IRサイトにて個人投資家との双方向の情報発信も積極的に取り組んでおりま
す。

オウンドメディア「FEATUReS」

自社サービスや強みをサイト内の特集記事として紹介。

株主＆投資家向け動画コンテンツ「IRチャンネル」

株主向けに社外取締役のインタビューや事業責任者による競争優位性などを
動画コンテンツにて配信。

SNSの活用

　「Facebook」「Twitter」「Instagram」「LINE」等を活用し、　毎日リアルタイムの
情報発信をしております。

IR掲示板

IRサイトにて個人投資家との双方向の情報発信も積極的に取り組んでおりま
す。

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの立
場の尊重について規定

ステークホルダーの立場を尊重し、企業としての社会的責任を果たすことを目的とした企業
倫理ガイドラインを設け、その中で当社の行動規範「CyberAgent Mission Statement」に基

づき、当社の取締役、従業員すべての者が遵守すべき基本的な事項を定めております。



環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施

これまで培ってきたインターネット事業のノウハウを活かした様々な社会的取り組みを行っ
ています。

■「教育・育成」

・小学生向けプログラミング教育事業

ITを活用し21世紀をリードしていく人材を育成することを目的に、小学生向けプログラミング
教育事業を行う株式会社CA Tech Kidsを2013年５月に設立。 ITプログラミングの知識や技

術を身につけることはもちろんのこと、「テクノロジーを武器として、自らのアイデアを実現
し、社会の能動的に働きかけることのできる人材」の育成を目指しています。

・プログラミング検定

サイバーエージェントでは、「森塾」「自立学習RED」などの学習塾を全国で200教室以上展
開し３万人超の生徒を擁する株式会社スプリックスとの共同出資によって、プログラミング
検定の開発・実施を行う新会社として、プログラミング総合研究所を2020年２月に設立して
おります。

■「情報インフラ機能の強化」

2016年４月に開局したテレビ＆ビデオエンターテインメント「ABEMA」は、スマートフォンで最
新のニュース・情報を無料で閲覧することができます。常時携帯しているスマートデバイス
の利点を活かし、緊急地震速報など災害等の有事には、緊急チャンネルを増設し、24時間
リアルタイムで被災者向けの情報を提供。インターネット時代の新たな情報インフラとして
の機能を担い、その社会的役割の重要性を意識した事業活動を推進しています。

■「社会の価値創造支援」

日本政府が掲げる成長戦略の１つであるベンチャー企業の育成に有効とされるクラウド
ファンディングサービスを連結子会社である株式会社マクアケにて展開。自社サービス
「Makuake」を通して、日本経済活性化への貢献を目指しております。

■「地域社会への貢献」

2018年、渋谷に拠点を構えるIT企業が一同となり、渋谷をIT分野における世界的技術拠点
にすることを目的としたプロジェクト「SHIBUYA BIT VALLEY（シブヤ・ビットバレー）」を開

始。日本のIT人材の不足が社会問題となるなか、テックカンファレンスの開催を中心に、渋
谷のIT企業のコミュニティ強化、交流の活性化を行ってまいります。

■「スポーツ・文化支援」

2018年10月にプロサッカーチーム「FC町田ゼルビア」がグループに参画。また、プロレス事
業を展開する当社の100％子会社である株式会社DDTプロレスリング、ノア・グローバルエ
ンタテインメント株式会社等を2020年９月に経営統合し、株式会社CyberFightとして開始す
るなど、サイバーエージェントグループのシナジーを生かしスポーツ事業を支援しておりま
す。

ステークホルダーに対する情報提供に
係る方針等の策定

ステークホルダーに対する情報提供に係る方針は「ディスクロージャーポリシー」として明
文化し、東京証券取引所が定める適時開示規則に則った情報開示を実施するとともに、投
資判断に影響を与える重要情報と、当社を理解していただくために有効と思われる情報に
つきまして、全てのステークホルダーが平等に入手できるように努めています。



その他

＜女性の活躍の方針・取組に関して＞

当社では、取締役会の多様性の観点から、機能強化が期待されるため、取締役うち女性１
名を登用しております。また、単体役職員の内、女性管理職比率は21.0％となっておりま
す。当社は、「21世紀を代表する会社を創る」ことをビジョンとするベンチャー企業であり続
けながらも、社員の終身雇用を掲げ、「挑戦と安心はセット」というポリシーのもと、「有能な
社員が長期にわたって活躍し続ける」環境づくりに力を入れています。特に女性の活躍、ま
たそれを支援する制度の充実により、産休・育休後の復帰率は89.5%となっております。

■女性の活躍を支援する制度、環境について

当社は、日本政府が推し進める女性の社会進出促進に賛同し、女性の活用を進めてお
り、採用や昇格などあらゆるステージにおいて、性別に区別なく実力や成果に応じた評価
を行い、女性が働き続けやすい環境を支援しています。

「ママ（mama）がサイバーエージェント（ca）で長く（long）働く」の意味を込めた女性支援制度
「macalon（マカロン）パッケージ」（2014年５月開始）と全社の女性横断組織「CAramel（カラ
メル）」（2017年９月開始）の２つの制度を導入しています。

１）女性支援制度「macalon（マカロン）パッケージ」

１．不妊治療の通院などを目的に取得できる「妊活休暇」

２．専門家の個別カウンセリングを受けられる「妊活コンシェル」

３．子どもの急な発病や登園禁止期間など子どもの看護時に在宅勤務できる「キッズ在宅」

４．子どもの入園・入学式や参観日といった学校行事や記念日に取得できる「キッズディ休
暇」

といった制度に加え、新たに認可保育園・認証保育園に入れないために仕事復帰ができな
い女性社員を対象に、高額な認可外保育量の一部を会社が負担する「認可外保育園補
助」や、ママ社員向けの広報誌「ママ報」を発行する等、随時強化を図っています。

２）女性横断組織「CAramel（カラメル）」

ライフステージの変化によってキャリアへの影響を受けやすい女性が、中長期的な視点で
自身のキャリアを捉え、自らキャリアを確立していけること目指し、女性社員の交流を目的
としたイベントをオンライン等で実施しています。その響きの通り「たくさんの女性社員同士
の＜絡める＞場をつくる」という意味が込められており、多くの女性社員が参加していま
す。これらの制度は女性が出産・育児を経ても働き続けられる職場環境の向上を目指すも
のであり、政府が推し進める、女性の社会進出促進に賛同するものであります。当社では
このような取り組みを通じ、社員がワーク・ライフを充実させながら、長期で働ける会社づく
りを進めてまいります。



Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制、その他株式会社の業務ならびに当該株式会社及びその子会社か
ら成る企業集団の業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要は、以下のとおりであります。

１．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

取締役の職務執行に係る情報の保存及び管理につき、取締役会により全社的に統括する責任者を取締役の中から任命し、文書取扱規程、機密
情報取扱規程、個人情報保護規程、インサイダー情報管理規程等に従い、職務執行に係る情報を文書または電磁的記録により保存・管理してい
ます。

２．当社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

損失の危険の管理につき、緊急時対応規程において具体的なリスクを想定、分類し、有事の際の迅速かつ適切な情報伝達と緊急体制を整備して
います。また、内部監査室は、内部監査規程に基づき、組織横断的なリスクの状況把握、監視を行い、定期的に取締役会に対してリスク管理に関
する事項を報告しております。

３．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

取締役の職務執行の効率性につき、取締役会の権限の一部を本体役員室に委譲することで効率化と迅速化を図っております。また、各部門が実
施すべき目標を担当執行役員が定め、本体役員室にてこれらの目標を検討・承認した後、定期的に目標の進捗をレビューし、必要に応じて、結果
を取締役会に報告することにより、業務の効率性を確保しております。

４．取締役及び使用人の職務の執行が法令・定款に適合することを確保するための体制

取締役及び使用人の職務執行のモニタリングを経営本部が行い、必要に応じて社内教育、研修を実施しております。また、内部監査室は、監査等
委員会と連携し、取締役及び使用人の職務の執行に関する状況把握、監査を定期的に行い、取締役会に報告します。

５．当社及び子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制

取締役会は、本体役員室に対し、当社グループ（当社及び当社子会社をいう。以下同じ。）全体で達成すべき数値目標を定め、リスクを管理し法令
遵守体制を構築する権限と責任を与え、経営本部はこれらを横断的に推進し、管理します。また、当社グループ各社が個々の業績を進展させ、当
社グループ全体の業績向上に寄与するために、当社子会社については、関係会社管理規程を設け、当社子会社の業績に関する定期的な報告体
制を構築すると共に、当社子会社における一定の重要事項及びリスク情報に関しては、当社取締役会及び本体役員室に対して、事前に報告する
ことを義務づけ、そのうち一定の事項に関しては取締役会の付議事項とします。さらに、内部監査室は、当社子会社に対する監査を定期的に行
い、当社取締役会に報告します。

６．監査等委員会の職務を補助すべき取締役及び使用人に関する事項

監査等委員会を補助すべき組織として、内部監査室を設置し、監査業務に必要な使用人を配置しています。

７．前号の使用人の当社の取締役からの独立性に関する事項及び当社の監査等委員である取締役の当該使用人に対する指示の実効性の確保
に関する事項

監査等委員である取締役の職務を補助すべき使用人は、監査等委員である取締役の職務を補助するに際しては、その指揮命令に従うものとして
います。また、当該使用人の業務内容・人事異動について、監査等委員会の意見を尊重することにより、当該使用人の独立性及び当該職務に関
する指示の実効性を確保しています。

８． 当社及び当社グループの取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人又はこれらの者から報告を受けた者が監査等委員である取

締役に報告をするための体制

取締役、執行役員、経営本部ならびに内部監査室は、当社グループに関する以下の重要事項を定期的に常勤監査等委員である取締役に報告す
るものとし、常勤監査等委員である取締役は、監査等委員会において、当該報告を提出する。

１） 重要な機関決定事項

２） 経営状況のうち重要な事項

３） 会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事項

４） 内部監査状況及びリスク管理に関する重要事項

５） 重大な法令・定款違反

６） その他、重要事項

９．前号の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制

監査等委員である取締役へ報告を行った者について、当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを行わないようにする社内規程を定めこれを
周知しています。

10. 監査等委員の職務の執行（監査等委員会の職務の執行に関するものに限る。）について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職

務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項

監査等委員である取締役がその職務の執行について、当社に対し、会社法第399条の２第4項に基づく費用の前払い等の請求をしたときは、担当
部署において審議の上、当該請求に係る費用等が当該監査等委員である取締役の職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、速やかに
当該費用等を処理します。

11.その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

代表取締役は経営上の重要な課題等について監査等委員会と意見交換を行います。また、監査等委員会が職務の遂行に当たり必要な場合は、
弁護士・公認会計士等の外部専門家と連携することができるものとします。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

当社グループは、社会的秩序や安全に脅威を与える反社会勢力に対しては、常に危機管理意識を持ち、組織として毅然とした態度で対応するこ
とを徹底します。また、従来より反社会勢力の排除を目的として、警察関連機関・弁護士等の外部専門機関との連携に努めており、反社会勢力に
関する情報収集・管理、及び社内体制の整備強化を推進しております。



Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

―――

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

―――



【コーポレートガバナンス体制の模式図】
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